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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第21期
第３四半期
連結累計期間

第22期
第３四半期
連結累計期間

第21期

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日

自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

売上高 （千円） 3,812,753 3,762,325 5,074,268

経常利益 （千円） 288,263 205,305 403,493

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 185,136 135,414 251,239

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 190,177 145,772 227,649

純資産額 （千円） 1,676,594 1,800,210 1,714,066

総資産額 （千円） 3,493,592 3,682,130 3,651,332

１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 46.57 34.06 63.20

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 48.0 48.9 46.9

 

回次
第21期
第３四半期
連結会計期間

第22期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成27年10月１日
至　平成27年12月31日

自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 20.11 15.16

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1)　業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新興国経済の減速や英国のＥＵ離脱問題、米国の新政権へ

の移行など、海外経済の先行きに懸念があるものの、政府の経済政策により企業収益や雇用情勢に改善がみら

れ、緩やかな回復基調で推移しました。

このような状況の下、当社グループの中核事業であるアウトソーシング事業では、平成28年11月に営業体制・

採用体制の強化へ向けた組織変更を実施し、新体制の下、継続的な技術者採用と稼働の促進に努めた結果、稼働

人員は前年同期を上回りました。

また、ＳＭＯ事業においては、事業拡大のための新卒採用を再開し、案件獲得は進んでいるものの、グローバ

ル試験の増加に伴う試験開始時期の遅れや計画自体の見直し等で、大型案件が上半期からフル稼働していた前年

同期に比べ、人員稼働率が低下した影響などもあり、業績に差が出ました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は3,762,325千円（前年同期比1.3％減）、売上原価は

2,999,863千円（同0.8％増）、販売費及び一般管理費は555,025千円（同1.6％増）、営業利益は207,437千円（同

28.3％減）、経常利益は205,305千円（同28.8％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は135,414千円（同

26.9％減）となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①アウトソーシング事業

当社の中核事業であるアウトソーシング事業におきましては、採用強化による優秀な技術者の確保、営業強化

による受注量の拡大と早期稼働、適正料金の確保に努めた結果、前年同期に比べ稼働人員は上回り、技術料金に

おいても新卒技術者の稼働による低下要因もある中で、前年同期と同水準の技術料金を維持しました。また、稼

働率は93.4％（稼働率(％)＝稼働技術者数／技術社員総数×100であり、期間の月末人数を累計した数値により算

出しております。）となりました。その結果、売上高は3,638,805千円（同4.0％増）、営業利益は231,419千円

（同7.7％増）となりました。

 

②ＳＭＯ事業

ＳＭＯ事業におきましては、皮膚科・精神科領域を中心に案件獲得数は拡大するとともに、ＳＭＯ周辺業務も

受注が拡大しましたが、グローバル試験の増加に伴い製薬会社側での試験準備等に時間がかかるようになるとと

もに、計画自体の見直し等も頻発しており、試験開始時期の遅延が発生いたしました。その結果、売上高は

123,520千円（同60.8％減）、営業損失14,035千円（前年同期営業利益84,030千円）となりました。今後も治験の

進捗、新規案件獲得などによる売上高増加と、通期での営業黒字化達成を図ってまいります。

 

 

(2)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3)　研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 13,500,000

計 13,500,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,975,300 3,975,300

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 3,975,300 3,975,300 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 3,975,300 － 377,525 － 337,525

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,975,000 39,750 －

単元未満株式（注） 普通株式      300 － －

発行済株式総数 3,975,300 － －

総株主の議決権 － 39,750 －

（注）「単元未満株式」の欄には自己株式59株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から

平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,261,735 1,333,131

受取手形及び売掛金 703,531 651,193

仕掛品 1,210 4,668

繰延税金資産 97,332 102,169

その他 35,679 66,863

流動資産合計 2,099,489 2,158,026

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 495,158 495,908

減価償却累計額 △168,317 △178,586

建物及び構築物（純額） 326,841 317,321

車両運搬具 6,680 6,680

減価償却累計額 △2,842 △3,801

車両運搬具（純額） 3,837 2,879

工具、器具及び備品 38,036 38,216

減価償却累計額 △34,775 △35,853

工具、器具及び備品（純額） 3,260 2,362

土地 968,059 968,059

有形固定資産合計 1,302,000 1,290,623

無形固定資産   

のれん 92,833 82,887

その他 4,102 3,311

無形固定資産合計 96,936 86,198

投資その他の資産   

投資有価証券 7,004 7,004

繰延税金資産 105,043 100,546

その他 42,657 41,530

貸倒引当金 △1,800 △1,800

投資その他の資産合計 152,905 147,281

固定資産合計 1,551,842 1,524,103

資産合計 3,651,332 3,682,130
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

流動負債   

短期借入金 650,000 680,000

未払費用 333,206 356,193

未払法人税等 99,197 22,512

賞与引当金 250,073 130,752

その他 147,723 211,309

流動負債合計 1,480,200 1,400,768

固定負債   

退職給付に係る負債 346,076 363,755

役員退職慰労引当金 110,988 117,396

固定負債合計 457,064 481,151

負債合計 1,937,265 1,881,920

純資産の部   

株主資本   

資本金 377,525 377,525

資本剰余金 337,525 337,525

利益剰余金 1,046,868 1,122,653

自己株式 △23 △23

株主資本合計 1,761,894 1,837,680

その他の包括利益累計額   

退職給付に係る調整累計額 △47,828 △37,469

その他の包括利益累計額合計 △47,828 △37,469

純資産合計 1,714,066 1,800,210

負債純資産合計 3,651,332 3,682,130
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 3,812,753 3,762,325

売上原価 2,977,240 2,999,863

売上総利益 835,512 762,462

販売費及び一般管理費   

役員報酬 58,609 59,992

給料及び賞与 227,382 228,461

賞与引当金繰入額 7,601 7,310

退職給付費用 2,723 3,840

役員退職慰労引当金繰入額 6,307 6,407

法定福利費 35,848 37,108

採用費 38,981 34,693

旅費及び交通費 10,837 15,327

支払手数料 48,936 45,303

地代家賃 26,544 30,008

減価償却費 4,994 4,061

のれん償却額 9,946 9,946

その他 67,451 72,563

販売費及び一般管理費合計 546,165 555,025

営業利益 289,346 207,437

営業外収益   

受取利息 324 177

受取配当金 100 100

受取手数料 1,498 816

その他 1,042 413

営業外収益合計 2,965 1,507

営業外費用   

支払利息 4,049 3,572

その他 － 67

営業外費用合計 4,049 3,639

経常利益 288,263 205,305

特別損失   

固定資産除却損 － 5

事務所移転費用 615 －

特別損失合計 615 5

税金等調整前四半期純利益 287,647 205,299

法人税等 102,510 69,885

四半期純利益 185,136 135,414

親会社株主に帰属する四半期純利益 185,136 135,414
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益 185,136 135,414

その他の包括利益   

退職給付に係る調整額 5,040 10,358

その他の包括利益合計 5,040 10,358

四半期包括利益 190,177 145,772

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 190,177 145,772
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与え

る影響額は軽微であります。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

減価償却費 15,018千円 13,392千円

のれんの償却額 9,946千円 9,946千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 47,702 12 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 59,628 15 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

（注）平成28年６月29日定時株主総会決議による１株当たり配当額には、創立20周年記念配当３円を含んでおります。
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（セグメント情報等）

（セグメント情報）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２
 

アウトソーシ

ング事業

ＳＭＯ

事業
計

売上高      

外部顧客への売上高 3,497,759 314,993 3,812,753 － 3,812,753

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 3,497,759 314,993 3,812,753 － 3,812,753

セグメント利益 214,948 84,030 298,979 △9,632 289,346

（注）１.セグメント利益の調整額△9,632千円は、セグメント間取引消去313千円、のれん償却額△9,946千円で

あります。

　　　２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書計上額の営業利益と調整を行っております。

 

２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２
 

アウトソーシ

ング事業

ＳＭＯ

事業
計

売上高      

外部顧客への売上高 3,638,805 123,520 3,762,325 － 3,762,325

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 3,638,805 123,520 3,762,325 － 3,762,325

セグメント利益又は損失（△） 231,419 △14,035 217,383 △9,946 207,437

（注）１.セグメント利益又は損失（△）の調整額△9,946千円は、のれん償却額△9,946千円であります。

　　　２.セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書計上額の営業利益と調整を行っておりま

す。

 

２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 46円57銭 34円06銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
185,136 135,414

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
185,136 135,414

普通株式の期中平均株式数（株） 3,975,241 3,975,241

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月９日

株式会社ヒップ

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 毛　利　篤　雄　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 奥　見　正　浩　　印

 

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヒップ
の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平成28
年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸
表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヒップ及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政状態及
び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な
点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

　以　上

 

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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